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【沼津市】 

校務DX計画 

 

令和６年度に実施した「GIGAスクール構想の下での校務DX化チェックリスト」におい

て、沼津市の自己点検結果は「学校向け」で990点満点中486点、「学校設置者向け」で

600点満点中435点あった。この自己点検の結果を踏まえて、表１に記載の項目が、DXが

進んでいないと分析し、本市では以下の取り組みや検討を行い、校務DXを進めていく。 

表１ 

（半分以上行っていると回答した学校の割合） 本市 

保護者から学校への提出資料をクラウドサービスを用い、受け付けています

か。 

14.6% 

保護者との日程調整をクラウドサービスを用いて行っていますか。 17.1% 

宿題（学期中のもの）をクラウドサービスやデジタルドリル教材を用いて実

施・採点していますか。 

14.6% 

宿題（長期休暇中）をクラウドサービスやデジタルドリル教材を用いて実

施・採点していますか。 

7.3% 

職員会議等における検討事項について、クラウドサービスを用いて事前に情

報共有し、あらかじめ意見を求めていますか。 

29.3% 

教職員から学校へ提出する事務手続き資料をクラウドサービスを用い、受け

付けていますか。 

9.8% 

学校から教職員に紙で提出を求めている書類はありますか。 4.9% 

「FAXの利用が例外的に必要と考えられる業務」以外の日常にFAXを使用して

いますか。 

29.3% 

業務で押印が必要な書類はありますか。 12.2% 

「初等中等教育段階における生成AIの利用に関する暫定的なガイドライン」

に基づき生成AIを校務で活用していますか。 

7.3% 

教職員が校務用の端末を学校外において使用できるクラウド環境を整えてい

ますか。 

整えていない 

 

１ 学校と保護者の連絡のデジタル化 

学校と保護者の連絡のデジタル化については、児童生徒の欠席・遅刻・早退連絡

や学校から保護者への一斉配信などではクラウド型サービスの活用が進んでいるも

のの、保護者から学校への提出資料の受付けやアンケート等の項目では、クラウド

型サービスの活用が進んでいない結果となっている。今後は、提出資料の必要性を

検討するとともに、クラウドサービスを使って受付けすることができる提出資料の

形式の変更等を行うなど、クラウド型サービスの活用を更に進める。 

 

 



２ 

２ 教員と児童生徒間の連絡等のデジタル化 

教員と児童生徒間の連絡等のデジタル化では、児童生徒が使用する１人１台端末

を毎日持ち帰り、家庭でも利用できるようにするなど、１人１台端末を活用した情

報のデジタル化が進んでいる結果となっている。しかし、授業や課題などでのCBT

（Computer Based Testing）の活用があまり進んでいない結果となっている。今後

は全国学力学習状況調査もCBT化が進むことから、教職員への周知や操作研修会の

実施を検討し、MEXCBT（文部科学省CBTシステム）やデジタルドリル等の活用を広

げていく必要がある。 

 

３ 学校内の連絡のデジタル化 

学校内の連絡のデジタル化については、職員会議等のペーパレス化や学校内職員

間の情報共有などはクラウドサービスの活用が進んでいるものの、学校外の場所か

ら情報共有が進んでいない結果となっている。この原因の一つが、校務支援システ

ムが職員室以外の場所では利用できないためである。今後、校務系システム等の更

新時期にあわせて次世代の校務システムの導入を検討するとともに、学校外からも

安全・安心にシステム等の利用が可能となるネットワークを検討していく。 

 

４ その他 

書類の提出、FAXの使用、押印・署名が必要な書類の項目については、沼津市の

自己点検の結果において、「紙で提出を求めている書類がある」、「FAXを使用し

ている」、「押印・署名が必要な書類がある」などの結果が目立った。これらの見

直し・改善に向けてはFAXや書類などについて、相手方の協力が必要であるなどの

課題がある。そのため、先進自治体の事例を参考にするなど、まずは教育委員会内

部でのやり取りの見直しを検討していく。また、校務システムへの名簿情報の入力

は、市の基幹システムからのデータ連携の取組みを継続しつつ、システム間の文字

コードの差異による外字の取込時のトラブル対応方法等については、先進自治体の

取組みやシステム業界の動向を注視していく。 

更には、校務における生成AIの活用については、生成AIは授業計画や教育方針等

の資料作成支援、学校から保護者や地域向けの発信文書作成、教職員向けの研修資

料の作成など、様々な活用が期待されることから、全ての学校に対して、国のガイ

ドラインや資料などを周知するとともに、教育委員会や各校の情報系担当者から組

織される部会と連携し、調査研究を進めていく。 

 


